
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津久見市議会 

総務常任委員会行政視察報告書 

 

日 程 ： 令和元年１０月２３日～１０月２５日 

 

視察先 ： ①和歌山県御坊(ごぼう)市 

②和歌山県白浜(しらはま)町 

③大阪市阿倍野(あべの)防災センター 
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総務常任委員会行政視察報告書 
 

１．行政視察参加者 

 

総務常任委員 井戸川 幸弘委員長 倉原 英樹副委員長  

菊池  正一委員  塩崎 雄司委員   

             谷本  義則委員  髙野 幹也委員 

               

      随行事務局員 吉田 美香                      以上 ７名 

 

２．視察日程 

令和元年１０月２３日～１０月２５日 

①和歌山県御坊(ごぼう)市（１０月２３日） 

②和歌山県白浜(しらはま)町（１０月２４日） 

③大阪市阿倍野(あべの)防災センター 
 

＜和歌山県内の自治体とした理由＞ 

和歌山県内の沿岸部は南海トラフ地震による津波が最も早く到達する地域であるた

め、津波対策への取り組みが進んでいる地域が多いから。 

 

３．視察内容 

3-1-1 視察地① 和歌山県御坊(ごぼう)市 

     概要 総面積 ４３.９１ｋ㎡   

人 口 ２３,２０１人（令和元年９月末現在） 

世帯数 １０,８２５世帯（令和元年９月末現在） 

    視察目的 市庁舎建設について 

         防災対策（津波）について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



3-1-2 取組状況＜市庁舎建設について、防災対策（津波）について＞ 

 

（現状分析）  

和歌山県は南海トラフ地震が発生した場合に地震発生からわずか５分程で津波第

一波が到達する地域とされ、南海トラフ地震とその津波対策に熱心に取り組んでいる

地域である。その和歌山県内の自治体の中でも御坊市は津波浸水域である現在の市庁

舎の場所に新たな庁舎を２０２２年に建て替え予定である。 

津久見市は南海トラフ地震とその津波による被害が想定される地域であるが、津

久見市としては津波浸水域である海岸沿いの埋立地に新庁舎を建設する方針であり、

かつ御坊市は人口が２３,２０１人と津久見市と人口規模が似ている自治体であるた

め御坊市における新庁舎建設の取り組みと津波への防災対策についての取り組みを

伺った。 

 

（取組状況） 

御坊市は津久見市同様に平成の大合併で合併しなかった自治体であるため、老朽化

した市庁舎の建て替えに合併特例債が使えない自治体でした。その為、平成２３年か

ら市庁舎建て替えの基金の積み立てを始めました。そして、現在の基本計画策定の段

階まで、市民・議会との合意形成を図りながら順当に準備を進めてきました。 

 特に市庁舎建設の基本計画では概算で総事業費が５８．５億円と巨額ながらも、そ

の中で１０億円を自主財源からの積み立てを充てていました。 

 しかし、それ以外の市庁舎建て替えの財源としては市町村役場機能緊急保全事業債

（起債充当率：90％、交付税措置：22.5％）と言う有利な起債を最大限活用するとの

事でした。この起債を活用するにあたって懸念されていたのが、津波浸水域である現

庁舎の傍に新庁舎を建てることであったが、現庁舎は耐震性が無い上に南海トラフ地

震による津波被害で庁舎機能が維持不可能であると判断されたので、『庁舎機能を維

持するための庁舎建て替え』と言うこの起債のガイドラインに沿った名目で起債の活

用を図れるように県・国と調整を行い、この起債がほぼ活用できる段階まで話を詰め

ているとの事でした。 

御坊市も津久見市同様に財政的余裕が無いながらも市庁舎建て替えに関して様々

な検討を行って基本計画作成を行い、２０２２年度（令和３年度）からの新庁舎供用

開始を目指していることから、今後の津久見市における市庁舎建て替えに関して大い

に参考となると考えます。 

またこの他に、御坊市は南海トラフ地震発生後に約２０分ほどで津波第 1 波が到

達する地域なので、御坊市の海岸に近い大半の地域が津波避難困難地域に該当する為、

御坊市では津波避難タワーを計３基整備する他、新市庁舎も津波避難タワーの機能も

持たせた設計にするそうです。 

 

 

 



3-1-3 視察状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-1-4 御坊市との質疑応答 

Ｑ：市庁舎建て替えの財源について。 

Ａ：自主財源からの積み立てで１０億円の基金を作り、残りの大半は市町村役場機能

緊急保全事業債（起債充当率：90％、交付税措置：22.5％）を使い、旧庁舎の取

り壊しには除却債（地方債）を充てています。またより有利な起債として緊急防

災減災事業債が活用できないかを県と協議しています。 

Ｑ：津波浸水域に市庁舎を建て替えた理由と住民からの同意取り付けについて 

Ａ：御坊市の新庁舎建設場所については、市議会や市民懇話会、またアンケート調査

などを実施し、現庁舎は利便性が良くまちづくりの中心的位置にある事から、総

合的な見地から検討を重ねて現在地での建て替えと決定しました。 

Ｑ：建物の津波対策の他に、長期間の停電への備えなどについて。 

Ａ：新庁舎建設基本計画の中で新庁舎は災害対策拠点として十分な耐震性を確保し、

災害時に庁舎の安全性・機能性を最も維持できると想定される免震構造を導入し

ます。また、地震による液状化対策についても、南海トラフ巨大地震では液状化

の危険度が極めて高いと想定されていることから、地盤改良工事等適切な液状化

対策を整備します。また災害時に必要な電力を確保するため、十分な能力を有す

る非常用自家発電設備等を整備します。その他に災害時飲料水確保のため、耐震

性貯水槽を設置します。また、下水道管が破損した場合に、汚水を貯留する非常

用防水汚水桝や、マンホールトイレを設置します。 
Ｑ：バリアフリーに対応したユニバーサルデザインを庁舎や議場の設計に組み込んで

いますか？  

Ａ：庁舎を利用するすべての人にとって、わかりやすい案内機能の設置や利用頻度の

高い部署の低層階への設置を行います。高齢者や障がい者をはじめ、誰にでもわ

かりやすく、使いやすい施設として、ユニバーサルデザインやバリアフリーを取

り入れ、利用者の視点に立った人にやさしい庁舎とします。誰にでもわかりやす

い空間となるよう、庁内の空間構成を明快にし、外国語にも対応したサイン機能

を整備します。 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－御坊市の取り組み事例－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3-1-5 所感 

御坊市における行政視察では御坊市が取り組んでいる新庁舎建設、災害対策を伺っ

て来ました。 

御坊市は津久見市よりも狭い市でありながら、人口が津久見市よりも５千人程多い

ため、人口の割に栄えている印象の市でした。 

御坊市では平成２２年から市庁舎に耐震性に問題がある事が判明し、平成２３年か

ら新庁舎建設の基金の積み立てを始め、現在の基本計画策定の段階まで、市民・議会

との合意形成を図りながら順当に準備を進めてきました。 

 特に基本構想作成の段階で市庁舎を利用する方からアンケートをとり、市庁舎を利

用する市民の声を基本構想の中に取り込み、その後の基本計画の中で、市民にとって

より良い市庁舎にすることを明記していることは、津久見市としても参考にするべき

点では無いかと思いました。 

 尚、御坊市の新庁舎建設基本構想の中には議場の整備にも触れており、ユニバーサ

ルデザインに配慮した傍聴席の設置や、インターネット環境を整備し、将来における

ＩＣＴ技術を活用した、開かれた議場作りに取り組もうとする点は、津久見市の新庁

舎建設基本構想には無かった箇所なので、今後の基本計画作成の際に追加を検討すべ

き箇所になるのではないかと思います。 

また、市庁舎建設の基本計画では概算で総事業費が５８．５億円と巨額ながらも、

その中で１０億円を自主財源からの積み立てを充てつつ、残りの大半は市町村役場機

能緊急保全事業債（起債充当率：90％、交付税措置：22.5％）を使い、旧庁舎の取り

壊しには除却債（地方債）を充てています。またより有利な起債として緊急防災減災

事業債が活用できないかを県と協議している点は津久見市としても大いに参考にな

ると感じました。 

 更に、建設事業方式に関しても、複数の方法を勘案しながらも設計・施行一括発注

方式（ＤＢ方式）に決めた最大の理由が早期に事業が実施でき、市町村役場機能緊急

保全事業債や緊急防災減災事業債の時限措置の有利な起債が使えるように取り組ん

だ事は今の津久見市にとっても参考にすべき点と思えました。 

 いずれにせよ、津久見市は財源的に庁舎建設の基金は６億円程しかなく、市町村役

場機能緊急保全事業債や緊急防災減災事業債の時限措置の有利な起債を使うために

は、市民等関係者の意見を聞きながらも早急に新市庁舎基本計画の策定・工事着工を

目指して頂きたいと思います。 

しかし、急ぎ整備を進める中でも、津久見市にとっては半世紀ぶりの大事業である

ことから、新たに作られる市庁舎が市民にとってより良いものとなるように、今後作

成される新庁舎建設基本計画に対しては、今回の御坊市で学んだ事も反映されるよう

に市議会として努めます。 

 

 

 

 



3-2-1  視察地② 和歌山県白浜町（しらはまちょう） 

   概要 総面積 ２００.９８ｋ㎡   

人 口    ２１，３６１人（令和元年９月末現在） 

世帯数    １１、１２５世帯（令和元年９月末現在） 

視察目的 地域公共交通と防災対策について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2-2 取組状況 

（現状分析） 

白浜町は平成の大合併で平成１８年に日置川町と合併し現在の白浜町となったが、

この旧日置川町内でバス事業を行っていたバス会社が平成２５年に撤退したため、白

浜町側でタクシー会社への委託運営によるコミュニティバス事業を平成２６年から

始めました。当初のコミュニティバス事業では従来のバス路線を引き継ぐ形で停留所

を設けていたものの、利用者への配慮から運転手が独自に停留所以外の場所での乗降

（事実上の自由乗降）を行っていたとの事でした。 

しかし、平成２９年からコミュニティバス事業を行うタクシー会社が変わった為、

暗黙の中で行われていた自由乗降が行われなくなった事から、町民よりコミュニティ

バスでの停留所に捕らわれない自由乗降を求める声が多くなり、白浜町では平成３１

年４月よりコミュニティバスの自由乗降を正式に行う事になりました。 

 また白浜町は南海トラフ地震が発生すると、地震発生後３～５分で津波が到達する

地域であり、更に近年被害が顕著となってきている豪雨災害に度々見舞われるなどで、

防災への取り組みも進んでおり、防災無線放送用スピーカを整備するだけでなく、個

別受信機（２３００台）の住民への貸与も行っているとの事でした。この他にも津波

避難困難地域の解消対策として６本の避難路整備と避難タワー４基の整備と津波救

命艇１艘の配備を行っているとの事でした。   

 



3-2-3 視察状況写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3-2-4 白浜町との質疑応答 

Ｑ：コミュニティバス路線で自由乗降を行った経緯について 

Ａ：平成２６年から始めた当初のコミュニティバス事業では、従来のバス路線を引き

継ぐ形で停留所を設けていたものの、利用者への配慮から運転手が独自に停留所

以外の場所での乗降を行っていました。しかし、平成２９年からコミュニティバ

ス事業を行うタクシー会社が変わった為、暗黙の中で行われていた自由乗降が行

われなくなった事から、町民よりコミュニティバスでの停留所に捕らわれない自

由乗降を求める声が多くなり、白浜町では平成３１年４月よりコミュニティバス

の自由乗降を正式に行う事になりました。 

Ｑ：津波浸水域に温泉街や宿泊施設が多数含まれているが、津波発生時に地域住民だ

けで無く、観光客の避難収用はどう考えているのか？ 

Ａ：白浜町は昔からの温泉地として有名で観光客も年間３５０万人訪れる地域である

ことから、町内のホテル・旅館の２１施設と災害時に一時避難者を受け入れる災

害協定を結んでおり、災害時には最大３１００人の避難者受け入れの取り組みを

行っています。 

Ｑ：観光客への津波発生時の避難行動の呼び掛けはどのように行っているのか。 

Ａ：情報の伝達は屋外スピーカー（現在１５０基、今後更に５０基追加整備）の増設

や個別受信機の貸与（無料、現在２３００世帯へ配備）などの他に、白浜海岸に

無料 WI-FI 環境の整備や、外国人観光客のための外国語での災害情報や観光情報

を伝えるスマートフォン向けのアプリの活用も行っています。 

Ｑ：白浜町でその他に防災に関する取り組みについて 

Ａ：自主防災会が行う事業に補助金を交付する他にブロック塀等の撤去費用の補助や、

高齢者・障がい者の世帯に家具転倒防止器具の取り付け事業も行っています。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－白浜町の取り組み事例－ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3-2-6 所感 

白浜町は年間３００万人以上が訪れる観光地ですが、南海トラフ地震発生後わずか

５分で津波第一波が到達すると予想されている地域でもあります。 

そのため白浜町では屋外スピーカーの増設や防災無線の個別受信器の貸与など、情

報伝達の取り組みを進めている他、津波避難困難地域の解消対策として６本の避難路

整備と避難タワー４基の整備と津波救命艇１艘の配備をしています。 

また町内のホテル・旅館の２１施設と災害時に一時避難者を受け入れる災害協定も

結んでいます。その他にも自主防災会への補助金交付やブロック塀等の撤去費用の補

助や、高齢者・障がい者の世帯に家具転倒防止器具の取り付け事業も行っています。 

これら白浜町の取り組みは今後の津久見市での防災の取り組みの参考になるので

はと思われます。 

更に白浜町のコミュニティバス事業においては、住民のニーズに沿って柔軟に対応

する取り組みは今後の津久見市における地域公共交通の在り方にも参考になるので

はないかと思いました。 

 

 

3-2-7 白浜町について（その他） 

白浜町は古くから温泉地として関西方面からの観光客が多く訪れる観光地でした

が、和歌山県が整備した南紀白浜空港が町内にあり、東京からのアクセスが良い点な

どを活用し、平成１６年からＩＴ企業誘致に取り組み始めました。 

白浜町内にはバブル期の頃に造られた企業の保養施設が遊休施設となっていたの

で、白浜町ではこれをＩＴビジネスオフィスとして再整備し、都会からのＩＴ企業誘

致を進めている自治体として全国でも注目されている自治体でしたので一部資料を

追記して報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3-3 総括 

 和歌山県の白浜町、御坊市の２つの自治体を訪れ、各自治体の取り組み状況を伺っ

て来ました。 

 和歌山県は南海トラフ地震による津波被害が大きいと予測されている地域だけに

津波対策に力を入れている自治体が多いと感じました。 

 その上で津久見市と人口規模が似通っている御坊市での津波浸水域での市庁舎建

て替えは、建設方法や財源確保などの面で大変参考となる取り組みだと思いました。 

 また白浜町での防災の取り組みだけでなく、町が運営するコミュニティバス事業に

おいては住民ニーズに沿って柔軟に自由乗降に取り組んだ事も、津久見市におけるコ

ミュニティバス事業でも検討できるのではないかと思われました。 

 いずれにせよ、財政状況の大変厳しい津久見市にとって取り得る手段は限られてい

ますが、同規模自治体が取り組まれている事も、今後の津久見市の施策の参考にして

はどうかと考えます。 

 

3-4 大阪市阿倍野(あべの)防災センター見学 

 最終日１０／２５の午前に大阪市阿倍野の防災センターを見学しました。ここでは

阪神淡路大震災の教訓を風化させず今後起こり得る大災害に対する防災学習の拠点

として整備された所でした。 

 阪神淡路大震災と言う大災害を経験して作られた施設だけあって、実際の大災害を

疑似体験できたり、防災学習の場としても西日本屈指の施設でした。市職員の方や津

久見市内の方々が関西に行かれる際は、是非ここにも行かれる事を御検討下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


